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（趣旨）
第１条　この告示は、地域における健康知識の普及や健康管理の実践活動を支援し、誰もが健康を実感できるまちづくりを推進するため、神石高原町健康づくり推進交付金(以下「交付金」という。)を交付することに関し、神石高原町補助金等交付規則（令和３年神石高原町規則第３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。

（交付対象者）
第２条　交付金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、神石高原町自治振興会運営補助金交付要綱（平成１６年神石高原町告示第９号）第２条により規定された自治振興会とする。

（交付対象事業）
第３条　この交付金の対象となる事業は、交付対象者が主体となって実施する次に掲げる事業とする。
(１)　運動定着化促進事業
(２)　健康知識普及研修事業

（交付対象経費）
第４条　交付金の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）は、次の各号に掲げる活動の実施に係る経費とする。
（１）運動定着化促進事業
　ア　運動を通じた健康、体力づくり活動
　イ　運動促進に関する研修会等
　ウ　その他町長が適当と認めたもの
（２）健康知識普及研修事業
　ア　健康づくりに関する啓発活動
　イ　健康づくりに関する研修会等
　ウ　その他町長が適当と認めたもの

（交付金の額等）
第５条　交付金の額は、１自治振興会につき、次に掲げる額とする。
	事業名
	交付額

	運動定着化促進事業
	５,０００円

	健康知識普及研修事業
	５,０００円


２　交付回数は、事業ごとに同一年度内において１自治振興会につき１回限りとする。

（交付申請書等）
第６条　規則第５条第１項に規定する補助金等交付申請書及び規則第１７条第１項に規定する補助事業等実績報告書は、神石高原町健康づくり推進交付金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）によるものとし、交付対象事業完了後、必要書類を添付して、特別の事情がある場合を除き、速やかに町長に提出しなければならない。

（交付決定通知書等）
第７条　規則第８条第１項に規定する補助金等交付決定通知書及び第１９条に規定する補助金等交付確定通知は、交付金の指定口座への振込みをもってこれに代える。
２　同条第８条第２項に規定する補助金等不交付決定通知書は、神石高原町健康づくり推進交付金不交付通知書（様式第２号）によるものとする。

（決定の取消し）
第８条　規則第２３条の規定により交付金の交付の決定の全部又は一部を取り消したときは、神石高原町健康づくり推進交付金交付決定取消通知書（様式第３号）により、交付対象者に通知するものとする。

（交付請求書）
第９条　規則第２０条に規定する補助金等交付請求書は、神石高原町健康づくり推進交付金交付請求書（様式第４号）によるものとする。

（書類の保管）
第１０条　規則第２７条に規定する帳簿等は、事業が完了した年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。

（その他）
第１１条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和６年４月１日から施行する。
　（失効）
２　この告示は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第１０条の規定においては、同日後においてもなおその効力を有する。

